
区　分 決　算　額 構成比

市民税
個人 28億2506万円 32.6％

法人 6億8097万円 7.9％

固定資産税 38億8754万円 44.8％

軽自動車税 2億5240万円 2.9％

市たばこ税 4億6155万円 5.3％

入湯税 2699万円 0.3％

都市計画税 5億4104万円 6.2％

合　計 86億7555万円 100％

　

市
で
は
、
自
主
財
源
で
あ
る
市
民
税
や
固

定
資
産
税
な
ど
の
市
税
の
ほ
か
、
国
か
ら
の

地
方
交
付
税
や
市
債
な
ど
の
依
存
財
源
を
基

に
運
営
し
て
い
ま
す
。

　

市
税
は
86
億
７
５
５
５
万
円
で
、
前
年
度

に
比
べ
て
２
億
１
７
９
１
万
円
増
加
し
ま
し

た
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
係
る

課
税
の
軽
減
措
置
が
終
了
し
た
こ
と
に
よ
る

固
定
資
産
税
の
増
加
な
ど
が
主
な
要
因
で
す
。

　

依
存
財
源
の
う
ち
で
最
も
多
い
国
庫
支
出

金
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
３
億
１
１
０
１
万

円
減
少
し
57
億
９
３
０
５
万
円
と
な
り
ま
し

た
。
子
育
て
世
帯
臨
時
特
別
給
付
金
給
付
費

補
助
金
が
大
幅
に
減
少
し
た
こ
と
が
主
な
要

因
で
す
。

　

市
の
借
金
で
あ
る
市
債
は
、
地
方
交
付
税

の
振
り
替
え
と
し
て
市
が
借
り
入
れ
す
る
臨

時
財
政
対
策
債
が
大
幅
に
減
少
し
た
こ
と
に

よ
り
、
前
年
度
に
比
べ
て
４
億
７
７
２
０
万

円
減
少
し
14
億
９
４
４
０
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　

ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
を
含
む
寄
附
金
は
、

前
年
度
に
比
べ
て
４
億
１
１
０
万
円
増
加
し
、

36
億
７
４
０
７
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
全
体
と
し
て
は
、
前
年
度
に
比
べ
て

７
億
５
３
５
６
万
円
減
少
し
３
２
６
億
６
２

６
３
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
事
業
の
必
要
性

や
緊
急
性
な
ど
を
勘
案
し
な
が
ら
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
や
食
料
品
の
価
格
高
騰
対
策
や
、
重
要

な
事
業
に
重
点
的
に
予
算
を
配
分
し
、
事
業

を
実
施
し
ま
し
た
。

　９月の市議会定例会で、令和４年度の決算が認定されました。皆さんから納めていただいた税金
や国・県からの交付金・補助金などが、どのように使われたのかをお知らせします。

歳
　
入

歳
　
出

令和４年度　天童市

決算を報告します

市税の内訳

一般会計
歳　　入
326億6263万円
（7億5356万円減）

一般会計
歳　　入
326億6263万円
（7億5356万円減）

地方譲与税
　2億1365万円
　（0.7%）
　（52万円減）

その他
　2億8636万円
　（0.9%）
　（2億7989万円減）

その他（寄附金を含む）
　74億9351万円
　（22.9%）
　（2億3065万円減）

市税
　86億7555万円
　（26.6%）
　（2億1791万円増）

地方消費税交付金
　16億756万円
　（4.9%）
　（8647万円増）

県支出金
　24億3011万円
　（7.4%）
　（1億8096万円増）

市債
　14億9440万円
　（4.6%）
　（4億7720万円減）

国庫支出金
　57億9305万円
　（17.7%）
　（3億1101万円減）

地方交付税
　46億6844万円
　（14.3%）
　（6037万円増）

自
主
財

49.5
％

源

依
存
財

50.5
％

源

歳 入 一
般
会
計
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科目 主な事業

民生費

住民税非課税世帯等臨時特別給付金
給付事業 1億4205万円
住民税非課税世帯等緊急支援給付金
給付事業 1億9734万円
福祉灯油購入費助成金支給事業
 2348万円
子育て支援医療給付事業（18歳までの
医療費完全無料化） 3億4805万円

放課後児童クラブ事業 4億2657万円

障がい者自立支援給付事業
 8億4153万円

総務費
ふるさと納税推進事業 16億8528万円

シティプロモーション推進事業
 8477万円

教育費

小学校管理事業 5億3529万円

学校給食センター管理運営事業
 3億9927万円

公民館管理運営事業 5億9221万円

スポーツセンター管理運営事業
 2億6998万円

土木費

地方道路新設改良事業 2億2059万円

道路管理事業 6億5419万円

高速道路施設整備事業 3億477万円

商工費

プレミアム付商品券事業
 2億6133万円
ガソリン・軽油・灯油専用プレミアム
付商品券事業 3億4000万円
原油高騰対応運送事業者等緊急経営支援
給付金事業 3051万円
健康増進施設管理運営事業
 1億176万円

衛生費

新型コロナウイルス感染症対策事業
（ワクチン接種） 3億7992万円

母子保健事業 1億1630万円

消防費
消防団活動事業 1億253万円

消防施設整備事業 8383万円

農林水
産業費

果樹振興事業 7196万円

農用地整備事業 1億2727万円

　

一
般
会
計
の
歳
出
で
最
も
多
い
の
は
民
生

費
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
６
億
４
１
８
７
万

円
減
少
し
、
１
０
７
億
７
９
３
７
万
円
と
な

り
ま
し
た
。
住
民
税
非
課
税
世
帯
等
緊
急
支

援
給
付
金
給
付
事
業
や
福
祉
灯
油
購
入
費
助

成
金
支
給
事
業
な
ど
の
経
費
が
増
加
し
ま
し

た
が
、
子
育
て
世
帯
臨
時
特
別
給
付
金
給
付

事
業
の
大
幅
な
減
少
が
主
な
要
因
で
す
。

　

総
務
費
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
18
億
８
８

０
０
万
円
減
少
し
、
49
億
７
９
８
万
円
と
な

り
ま
し
た
。
財
政
調
整
基
金
の
積
立
金
の
減

少
が
主
な
要
因
で
す
。

　

教
育
費
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
６
億
９
０

７
０
万
円
増
加
し
、
36
億
１
２
９
１
万
円
と

な
り
ま
し
た
。
市
立
干
布
公
民
館
改
築
事
業

や
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
の
設
備
整
備
事
業
な

ど
の
経
費
の
増
加
が
主
な
要
因
で
す
。

　

土
木
費
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
３
２
４
８

万
円
減
少
し
、
25
億
８
３
３
５
万
円
と
な
り

ま
し
た
。（
仮
称
）
天
童
南
ス
マ
ー
ト
イ
ン
タ

ー
チ
ェ
ン
ジ
整
備
事
業
な
ど
の
経
費
が
増
加

し
ま
し
た
が
、
除
雪
業
務
に
係
る
経
費
の
減

少
が
主
な
要
因
で
す
。

　

商
工
費
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
６
億
１
９

６
８
万
円
増
加
し
、
24
億
１
１
９
８
万
円
と

な
り
ま
し
た
。
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
事
業

や
ガ
ソ
リ
ン
・
軽
油
・
灯
油
専
用
プ
レ
ミ
ア

ム
付
商
品
券
事
業
な
ど
の
経
済
対
策
に
係
る

経
費
の
増
加
が
主
な
要
因
で
す
。

　

衛
生
費
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
１
３
６
１

万
円
減
少
し
、
19
億
６
１
６
７
万
円
と
な
り

ま
し
た
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
ワ
ク
チ
ン

予
防
接
種
に
係
る
経
費
の
減
少
が
主
な
要
因

で
す
。　

　

歳
出
全
体
と
し
て
は
、
前
年
度
に
比
べ
て

10
億
８
５
８
３
万
円
減
少
し
、
３
０
４
億
２

９
４
７
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
な
お
、
令
和

４
年
度
の
主
な
事
業
は
上
記
の
と
お
り
で
す
。

歳入　326億6263万円
歳出　304億2947万円

民生費
　107億7937万円
　（35.4%）
　（6億4187万円減）

消防費
　8億4680万円
　（2.8%）
　（1億4755万円増）

議会費
　2億4206万円
　（0.8%）
　（665万円増）
労働費
　3188万円
　（0.1%）
　（419万円減）

総務費
　49億798万円
　（16.1%）
　（18億8800万円減）

教育費
　36億1291万円
　（11.9%）
　（6億9070万円増）

土木費
　25億8335万円
　（8.5%）
　（3248万円減）

公債費
　23億1921万円
　（7.6%）
　（3286万円増）

衛生費
　19億6167万円
　（6.5%）
　（1361万円減）

商工費
　24億1198万円
　（7.9%）
　（6億1968万円増）

農林水産業費
　7億3226万円
　（2.4%）
　（312万円減） 歳 出

一般会計
歳　　出
304億2947万円
（10億8583万円減）

一般会計
歳　　出
304億2947万円
（10億8583万円減）

令和４年度一般会計の歳入と歳出
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ど
の
経
費
や
、
児
童
福
祉
や
障
が
い
者
福
祉

に
係
る
扶
助
費
な
ど
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ

っ
て
、
前
年
度
よ
り
数
値
が
高
く
な
り
ま
し

た
（
Ｃ
）。

　

市
債
に
関
す
る
指
標
で
あ
る
実
質
公
債
費

比
率
は
前
年
度
よ
り
や
や
高
く
な
り
ま
し
た

が
、
将
来
負
担
比
率
は
前
年
度
に
引
き
続
き

算
定
さ
れ
ず
、
健
全
財
政
を
堅
持
す
る
こ
と

が
で
き
ま
し
た
（
Ｄ
）。

　

本
市
に
お
け
る
、
特
定
の
事
業
を
実
施
す

る
た
め
の
７
つ
の
特
別
会
計
は
、
全
て
黒
字

と
な
っ
て
い
ま
す
（
Ａ
）。
主
な
も
の
に
つ

い
て
紹
介
し
ま
す
。

　

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
は
、
歳
入
の
う

ち
保
険
税
が
11
億
３
８
８
７
万
円
で
前
年
度

に
比
べ
て
７
・
６
％
減
少
し
ま
し
た
。
歳
出

で
は
、
保
険
給
付
費
が
42
億
３
７
５
５
万
円

で
０
・
７
％
減
少
し
ま
し
た
。

　

介
護
保
険
特
別
会
計
は
、
歳
入
の
う
ち
保

険
料
が
13
億
４
３
３
７
万
円
で
前
年
度
に
比

べ
て
０
・
２
％
減
少
し
ま
し
た
。
歳
出
で
は
、

保
険
給
付
費
が
49
億
６
７
５
９
万
円
で
前
年

度
に
比
べ
て
１
・
０
％
減
少
し
ま
し
た
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
は
、
歳
入
の

う
ち
保
険
料
が
６
億
３
４
９
万
円
で
前
年
度

に
比
べ
て
４
・
４
％
増
加
し
ま
し
た
。
歳
出

で
は
、
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
へ
の
納

付
金
が
７
億
４
８
７
３
万
円
で
前
年
度
に
比

べ
て
４
・
８
％
増
加
し
ま
し
た
。

　

工
業
団
地
整
備
事
業
特
別
会
計
で
は
、
新

工
業
団
地
の
適
地
選
定
、
市
債
の
償
還
を
行

い
ま
し
た
。

　

全
て
の
会
計
に
お
い
て
、
市
債
が
前
年
度

よ
り
減
少
し
ま
し
た
。
こ
の
結
果
、
市
債
残

高
の
合
計
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
16
億
９
８

２
２
万
円
減
少
し
、
３
５
６
億
６
９
８
６
万

円
と
な
り
ま
し
た
（
Ｂ
）。

　

財
政
の
力
強
さ
を
示
す
財
政
力
指
数
は
、

低
所
得
者
支
援
や
高
齢
者
福
祉
な
ど
の
事
業

に
係
る
需
要
額
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ
り
、

前
年
度
と
比
較
す
る
と
や
や
下
が
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
経
常

収
支
比
率
は
、
光
熱
水
費
や
指
定
管
理
料
な

特
別
会
計

健
全
財
政
を
堅
持

区分

会計

令和４年度
歳入
Ａ

歳出
Ｂ

差引き
Ａ－Ｂ

一般会計 326億6263万円 304億2947万円 22億3316万円
特別会計 135億3704万円 129億8477万円 5億5227万円

国民健康保険 63億4562万円 62億5922万円 8640万円
用地買収 1411万円 1246万円 165万円
財産区 106万円 47万円 59万円
介護保険 61億4847万円 57億5859万円 3億8988万円
市民墓地 538万円 256万円 282万円
後期高齢者医療 8億3568万円 8億1008万円 2560万円
工業団地整備事業 1億8672万円 1億4139万円 4533万円

合計 461億9967万円 434億1424万円 27億8543万円

　 令和
３年度

令和
４年度

早期に健全化の　
対策が必要な基準

実質赤字比率 ― ― 12.83%

連結実質赤字比率 ― ― 17.83%

実質公債費比率 4.1% 4.8% 25.0%

将来負担比率 ― ― 350.0%

Ａ　各会計決算総括表

Ｂ　各会計の市債残高の推移
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工業団地

水道

一般会計

下水道

病院

Ｃ　財政指数

Ｄ　健全化判断比率

　 令和３年度 令和４年度

財政力指数
※ 数値が大きいほど財政は
力強い。１を超えると普
通交付税の不交付団体。

0.687 0.675

経常収支比率
※ 数値が低いほど財政構造
の弾力性は高い。

83.4% 88.7%

全
会
計
の

市
債
残
高
合
計
は
減
少
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べ
て
、
企
業
債
の
借
り
入
れ
の
増
加
に
よ
り

資
本
的
収
入
が
増
加
し
、
老
朽
化
し
た
医
療

機
器
を
更
新
し
た
こ
と
に
よ
り
資
本
的
支
出

も
増
加
し
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
、
令
和
４
年
度
の
一
般
会
計

や
特
別
会
計
で
は
、
黒
字
の
決
算
に
な
る
と

と
も
に
、
企
業
会
計
に
つ
い
て
も
資
金
不
足

が
生
じ
な
い
な
ど
、
健
全
財
政
の
堅
持
に
努

め
ま
し
た
。

　

ま
た
、
第
七
次
天
童
市
総
合
計
画
の
各
種

施
策
の
推
進
と
と
も
に
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
感
染
症
の
影
響
か
ら
の
回
復
や
物
価
高

騰
へ
の
対
応
を
図
る
た
め
、
国
庫
支
出
金
な

ど
を
活
用
し
、
さ
ま
ざ
ま
な
経
済
対
策
に
取

り
組
み
ま
し
た
。

　

今
後
は
、
社
会
保
障
関
係
経
費
の
増
加
な

ど
に
よ
り
、
本
市
の
財
政
状
況
は
厳
し
く
な

る
も
の
と
予
想
さ
れ
ま
す
が
、
効
率
的
か
つ

効
果
的
な
財
政
運
営
に
努
め
な
が
ら
、
重
点

施
策
の
推
進
を
図
り
、
本
市
の
発
展
と
魅
力

あ
る
ま
ち
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

▼
問
合
せ

　

◦
市
財
政
課

　
　
　
　
（
☎
654
局
１
１
１
１
内
線
342
）

　

◦
市
上
下
水
道
課

　
　
　
　
（
☎
654
局
１
１
１
１
内
線
442
）

　

◦
天
童
市
民
病
院

　
　
　
　
（
☎
654
局
２
５
１
１
）

　

収
益
的
収
支
で
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
、

給
水
使
用
料
の
減
少
な
ど
に
よ
り
事
業
収
益

が
減
少
し
、
退
職
給
付
費
負
担
金
の
減
少
な

ど
に
よ
り
事
業
費
用
が
減
少
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
資
本
的
収
支
で
は
、
前
年
度
に
比

べ
て
、
負
担
金
の
減
少
な
ど
に
よ
り
資
本
的

収
入
が
減
少
し
、
建
設
改
良
費
の
増
加
な
ど

に
よ
り
資
本
的
支
出
が
増
加
し
ま
し
た
。

　

収
益
的
収
支
で
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
、

下
水
道
使
用
料
の
減
少
な
ど
に
よ
り
事
業
収

益
が
減
少
し
、
企
業
債
利
息
の
支
払
額
の
減

少
な
ど
に
よ
り
事
業
費
用
が
減
少
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
資
本
的
収
支
で
は
、
前
年
度
に
比

べ
て
、
企
業
債
の
借
り
入
れ
の
減
少
な
ど
に

よ
り
資
本
的
収
入
が
減
少
し
、
建
設
改
良
費

の
減
少
な
ど
に
よ
り
資
本
的
支
出
が
減
少
し

ま
し
た
。

　

収
益
的
収
支
で
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
、

事
業
収
益
が
増
加
し
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
の
検
査
試
薬
に
係
る
費
用
が
増
加
し
た
こ

と
な
ど
に
よ
り
事
業
費
用
も
増
加
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
資
本
的
収
支
で
は
、
前
年
度
に
比

企
業
会
計

水
道
事
業
会
計

公
共
下
水
道
事
業
会
計

天
童
市
民
病
院
事
業
会
計

魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り
に
向
け
て

令和４年度
資本的収入 1811万円
　 加入金 1580万円
負担金 231万円
固定資産売却代金 0円

資本的支出 8億5902万円
　 建設改良費 7億471万円
固定資産取得費 43万円
企業債償還金 1億5388万円

差引き ▲8億4091万円

水道事業資本的収入および支出（税込み） 水道事業収益的収入および支出（税込み）

令和４年度
水道事業収益 16億4265万円
　 営業収益 14億6526万円
営業外収益 1億7739万円
特別収益 0円

水道事業費用 13億5295万円
　 営業費用 13億678万円
営業外費用 4588万円
特別損失 29万円

差引き 2億8970万円

令和４年度
資本的収入 6億3551万円
　 企業債 2億4900万円
他会計出資金 2億2919万円
国庫補助金 5751万円
負担金 9981万円

資本的支出 12億7743万円
　 建設改良費 3億389万円
企業債償還金 9億7354万円

差引き ▲6億4192万円

公共下水道事業資本的収入および支出（税込み） 公共下水道事業収益的収入および支出（税込み）

令和４年度

下水道事業収益 16億9600万円

　 営業収益 11億6883万円

営業外収益 5億2717万円

下水道事業費用 15億1023万円

　 営業費用 12億8797万円

営業外費用 2億2212万円

特別損失 14万円

差引き 1億8577万円

令和４年度

資本的収入 3億2203万円

　 一般会計負担金 1億8948万円

企業債 1億3200万円

補助金 55万円

資本的支出 3億2244万円

　 建設改良費 1億4506万円

企業債償還金 1億7738万円

差引き ▲41万円

病院事業資本的収入および支出（税込み） 病院事業収益的収入および支出（税込み）

令和４年度

病院事業収益 20億5823万円

　 医業収益 16億2314万円

　 医業外収益 4億3509万円

病院事業費用 16億5741万円

　 医業費用 16億81万円

　 医業外費用 5660万円

差引き 4億82万円

05　 このまちが、もっと好きになる。  2023.11.1




